
 

1133．．自自動動車車安安全全特特別別会会計計  
 

（（１１））概概要要  
 

自動車安全特別会計は、行政改革推進法の方針に従い、特別会計法に基づき、平成 20 年度に

自動車検査登録特別会計（昭和 39 年設置）及び自動車損害賠償保障事業特別会計（昭和 30 年

設置）の 2 特別会計を統合し、設置された特別会計です。また、社会資本整備事業特別会計の廃

止に伴い、平成 26 年 4 月 1 日から借入金償還完了年度の末日までの間の経過措置として、空

港整備事業等に関する経理を自動車安全特別会計において行うこととされました。さらに、令和

5 年 4 月 1 日に施行された「自動車損害賠償保障法及び特別会計に関する法律の一部を改正す

る法律」（令 4 法 65）により、令和 5 年度より自動車事故対策勘定と保障勘定は統合されまし

た。 

本特別会計は、自動車ユーザーからの賦課金、積立金として管理している自賠責保険の再保険

契約に係る再保険料の運用益、自動車ユーザーからの検査・登録手数料等を財源として、自動車

事故による重度後遺障害者等の被害者保護増進対策、自動車事故発生防止対策、ひき逃げ・無保

険車事故の被害者救済対策、再保険金の支払い、自動車の検査・登録業務、基準適合性の審査等

を実施しています。また、航空運送事業者等からの空港使用料収入や一般会計からの繰入金等を

財源として、空港等の維持運営や空港整備事業等を実施しています。 

 

自自動動車車安安全全特特別別会会計計のの仕仕組組みみ  
  

この特別会計は、自動車事故対策勘定、自動車検査登録勘定及び空港整備勘定の各勘定に区分

され、それぞれ、自動車事故対策事業等、自動車検査登録業務及び空港整備事業等に係る歳入歳

出を経理しています。 
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（（２２））具具体体的的なな事事業業のの内内容容  
 

本特別会計は、３勘定に区分され、それぞれ以下の事業等に関する経理を行います。 

①①  自自動動車車事事故故対対策策勘勘定定  

自動車事故対策事業等に係る歳入歳出を経理しています。 

具体的には、自賠責保険料の一部に含まれる賦課金を財源として、ひき逃げ・無保険車事故

の被害者への自賠責保険金に代わる保障金の支払い等に必要な経費の支出を実施しています。

また、賦課金に加え、政府再保険制度時代に積み立てられた積立金の累積運用益等を財源とし

て、「自動車損害賠償保障法」（昭 30 法 97）に基づく被害者保護増進等計画に規定する自動

車事故による重度後遺障害者等の被害者保護増進対策及び自動車事故発生防止対策を実施す

るために必要な経費の支出を実施しています。さらに、経過措置として、政府再保険制度時代

に積み立てられた積立金等を財源として再保険金等の支払い等に必要な経費の支出を実施し

ています。 

 

 

 

 

 

  

②②  自自動動車車検検査査登登録録勘勘定定  

自動車検査登録業務に係る歳入歳出を経理しています。 

具体的には、自動車ユーザーからの検査・登録手数料等を財源として、自動車の安全確保・

環境保全対策等に必要な経費の支出を実施しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③③  空空港港整整備備勘勘定定  

空港整備事業等に係る歳入歳出を経理しています。 

具体的には、航空運送事業者等からの空港使用料収入や一般会計からの繰入金（航空機燃料

税収入の空港整備事業に要する経費の財源相当額）等を財源として、空港整備事業、環境対策

事業、航空路整備事業、空港等の維持運営等を実施しています。 

令和 7 年度においては、首都圏空港の国際競争力強化のため、東京国際空港（羽田）の機能

拡充に必要な事業等を重点的に実施するとともに、中部国際空港においては、現滑走路の大規

模補修に向けた代替滑走路の整備を実施することとしています。また、空港における防災・減

災、国土強靱化対策の推進等に必要な事業を計画的に実施することとしています。 
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＜東京国際空港（羽田）の機能拡充に必要な事業＞ 

・アクセス利便性向上のための京急空港線引上線及び JR 東日本羽田空港アクセス線の鉄道

基盤施設の整備 

・人工地盤の整備、旧整備場地区の再編整備、地上支援車両レベル４自動運転の実装のため

の整備 等 

 

   

 

  

第Ⅱ－ 13 自動車安全特別会計

162



 

（（３３））特特別別会会計計のの現現状状  
  

①①  歳歳入入歳歳出出予予算算（（令令和和 77 年年度度当当初初予予算算））  
 
 

○自自動動車車安安全全特特別別会会計計（（空空港港整整備備勘勘定定をを除除くく）） 

 

 

（注）歳入歳出差額が、613 億円あります。自動車事故対策勘定の歳入歳出差額 599 億円は、主に自動車ユーザ

ーから徴収した賦課金の未支出分が累積計上されたものです。また、自動車検査登録勘定の歳入歳出差額 14

億円は、主に自動車ユーザーから徴収した検査登録手数料の未支出分等が累積計上されたものです。 

 

  

○自自動動車車安安全全特特別別会会計計（（空空港港整整備備勘勘定定）） 

 

 

    

659
（＋0）

再保険及保険費
1（▲0）

自動車検査登録

勘定へ繰入等
12(▲0）

業務取扱費
379（＋0）

施設整備費等
25（＋7）

自動車検査
登録勘定

自動車事故
対策勘定

被害者保護増進等事業費
102（＋4）

自動車損害賠償

保障事業費
13（▲0）

1,272
（▲17）

賦課金収入
104（▲1）

積立金より受入
28（＋1）

検査登録

手数料

収入
385(＋8)

自動車事故
対策勘定

自動車検査
登録勘定

前年度

剰余金受入
610（▲6）

前年度剰余金受入
49（▲21）

雑収入等
15（＋2）

他勘定より受入等
13（▲0）

（独）自動車技術
総合機構運営費交付

金・施設整備費
32（▲8）

一般会計より
受入
3（▲0）

一般会計より受入
65（－）

（独）自動車事故対策機構
運営費交付金・施設整備費

95（▲3）

（単位：億円） 

（単位：億円） 

【 歳入 】 【 歳出 】 

【 歳入 】 【 歳出 】 
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○○歳歳入入総総額額、、歳歳出出総総額額、、（（参参考考））歳歳出出純純計計額額                    （単位：億円） 

勘勘定定  歳歳入入総総額額  歳歳出出総総額額  （（参参考考））歳歳出出純純計計額額  

自動車事故対策勘定 822（▲4） 223（＋0） 211（＋0） 

自動車検査登録勘定 450（▲13） 436（▲0） 435（＋0） 

空港整備勘定 3,890（▲55） 3,890（▲55） 3,560（▲52） 

特別会計合計 5,161（▲72） 4,549（▲55） 4,205（▲52） 

 

○○自自動動車車事事故故対対策策勘勘定定のの歳歳入入・・歳歳出出のの内内容容                     （単位：億円） 

（歳入）                                

内内容容  額額  説説明明  

賦課金収入 104（▲1） 自動車事故対策事業の財源として自動車ユーザーから徴収

した賦課金の収入見込額 

積立金より受入 28（＋1） 被害者保護増進等事業費及び再保険及保険費等の財源に充

てるための積立金からの受入見込額 

一般会計より受入 65（－） ｢平成 6 年度における財政運営のための国債整理基金に充

てるべき資金の繰入れの特例等に関する法律｣第 7 条第 2

項及び｢平成 7 年度における財政運営のための国債整理基

金に充てるべき資金の繰入れの特例等に関する法律｣第 10

条第 2 項の規定による一般会計からの受入見込額 

償還金収入 4（▲1） （独）自動車事故対策機構貸付金の償還見込額 

雑収入 11（＋3） 財政融資資金への預託金の利子収入見込額等 

前年度剰余金受入 610（▲6） 前年度の決算上の剰余金見込額 

合計 822（▲4）  

 

（歳出） 

内内容容  額額  説説明明  

被害者保護増進等事業

費  

102（＋4）  自動車事故による重度後遺症障害者等の被害者保護増進対

策及び自動車事故発生防止対策の実施に要する経費の

（独）自動車事故対策機構等に対する補助等  

独立行政法人自動車事

故対策機構運営費  

90（▲6）  （独）自動車事故対策機構が行う業務の財源の一部に充て

るための運営費交付金の交付  

独立行政法人自動車事

故対策機構施設整備費  

5（＋3）  （独）自動車事故対策機構が施行する療護施設の整備費の

補助  

自動車損害賠償保障事

業費 

13（▲0） ひき逃げ・無保険車事故による被害者に対する自賠責保険

金に代わる保障金の支払等 

業務取扱費自動車検査

登録勘定へ繰入 

12（▲0） 自動車事故対策事業及び自動車損害賠償責任再保険事業等

に係る業務取扱費の財源の自動車検査登録勘定への繰入れ 

再保険及保険費 1（▲0） 保険事故の発生による再保険金の支払及び共済事故の発生

による保険金の支払 

予備費 1（－） 予見し難い予算の不足に充てるための予備費 

合計 223（＋0）  
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○○自自動動車車検検査査登登録録勘勘定定のの歳歳入入・・歳歳出出のの内内容容                   （単位：億円） 

（歳入） 

内内容容  額額  説説明明  

検査登録印紙収入 267（＋42） 自動車の検査・登録業務による手数料の印紙収入見込額 

検査登録手数料収入 119（▲34） 自動車の検査・登録業務による手数料の現金収入見込額 

一般会計より受入 3（▲0） 自動車重量税の納付の確認及び税額の認定に要する人件費

及び事務費の財源に充てるための一般会計からの受入見込

額 

他勘定より受入 12（▲0） 業務取扱費の財源に充てるための自動車事故対策勘定から

の受入見込額 

雑収入 1（＋0） 用地貸付料、建物貸付料見込額等 

前年度剰余金受入 49（▲21） 前年度の決算上の剰余金見込額 

合計 450（▲13）  

 

（歳出） 

内内容容  額額  説説明明  

独立行政法人自動車技

術総合機構運営費 

17（▲4） （独）自動車技術総合機構が行う業務の財源の一部に充て

るための運営費交付金の交付 

独立行政法人自動車技

術総合機構施設整備費 

 15（▲3） （独）自動車技術総合機構が施行する自動車等審査施設の

整備費の補助 

業務取扱費 379（＋0） 自動車検査登録等事務、自動車損害賠償保障事業等に必要

な人件費、事務費等並びに自動車の環境対策及び安全対策

に必要な技術の評価手法及び基準策定のための調査等 

施設整備費 24（＋7） 自動車検査登録事務所等の施設の整備 

予備費  1（－） 予見し難い予算の不足に充てるための予備費 

合計 436（▲0）  
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○○空空港港整整備備勘勘定定のの歳歳入入・・歳歳出出のの内内容容                      （単位：億円） 

（歳入） 

内内容容  額額  説説明明  

空港使用料収入 2,438（＋218） 着陸料、航行援助施設利用料等の収入見込額 

一般会計より受入 383（＋88） 空港整備事業に要する費用の財源に充てるための一般会

計からの受入見込額 

地方公共団体工事費負

担金収入 

79（▲9） 国管理空港等の空港整備に必要な経費のうち、地方公共

団体が負担する負担金の受入見込額 

借入金 112（▲248） 特別会計法の規定による空港整備事業に係る施設の整備

の財源に充てるための財政融資資金からの借入見込額 

償還金収入 92（＋0） 関西国際空港整備事業資金貸付金等の償還見込額 

空港等財産処分収入 13（＋11） 土地等の売払いによる収入見込額 

雑収入 553（▲2） 公共施設等運営権対価、用地等の貸付料収入見込額等 

前年度剰余金受入 220（▲113） 前年度の決算上の剰余金見込額 

受託工事納付金収入 －（▲1） 空港関係受託工事に係る納付金の受入見込額 

合計 3,890（▲55）  

 

（歳出） 

内内容容  額額  説説明明  

空港等維持運営費 1,581（＋20） 国管理空港等における滑走路・誘導路・エプロン等の空

港関係施設の維持運営、地方管理空港も含めた空港・航

空路に係る航空管制の維持運営、ハイジャック・テロ対

策等に係る人件費・事務費等 

空港整備事業費 1,548（▲113） ・羽田空港整備 

・一般空港整備 

・空港周辺環境対策（住宅防音工事、移転補償等）等 

航空路整備事業費 273（＋7） レーダー・通信施設等の整備等 

成田国際空港等整備事

業資金貸付金 

109（＋8） 空港整備事業に要する資金の貸付け 

空港等整備事業工事諸

費 

18（＋1） 空港等整備事業に必要な現場事務所等の人件費及び事務

費 

空港等災害復旧事業費 28（＋25） 国が施行する空港等災害復旧事業及び地方公共団体が施

行する空港災害復旧事業に必要な事業費の補助 

国債整理基金特別会計

へ繰入 

330（▲3） 羽田空港整備に係る借入金の元利償還等の支払財源に充

てるための繰入れ 

受託工事費 －（▲1） 地方公共団体からの委託により施行する空港関係受託工

事 

予備費 3（－） 予見し難い予算の不足に充てるための予備費 

合計 3,890（▲55）  
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②②  剰剰余余金金  
 
令令和和 66 年年度度決決算算  

（単位：億円、単位未満切捨） 

勘勘定定  
収収納納済済  
歳歳入入額額  

支支出出済済  
歳歳出出額額  

剰剰余余金金  
翌翌年年度度  

歳歳入入繰繰入入  
積積立立金金積積立立  
資資金金組組入入  

一一般般会会計計へへ  
繰繰入入  

自動車事故対策勘定  873 210 663 638 25 － 

自動車検査登録勘定 482 412 69 69 － － 

空港整備勘定 4,806 3,517 1,288 1,288 — — 

特別会計合計 6,162 4,140 2,021 1,996 25 － 

令和 6 年度決算における剰余金は、自動車安全特別会計全体で 2,021 億円です。 

＜＜自自動動車車事事故故対対策策勘勘定定＞＞  

自動車事故対策勘定における剰余金は、663 億円です。  

（剰余金が生じた理由）  

自動車ユーザーから徴収した自動車事故対策事業賦課金収入の未支出分等が 638 億円累積計

上されているためです。 

なお、不用額が 31 億円生じていますが、これは被害者保護増進等事業費補助金を要すること

が少なかったこと等のためです。 

（剰余金の処理の方法） 

特別会計法附則第 56 条の規定により読み替えて適用する同法第 218 条の 2 第 1 項の規定

により、被害者保護増進等計画を安定的に実施するために必要な金額及び再保険金等の支払い等

に必要な金額については積立金に積み立て、残額については同法第８条第 1 項の規定により同

勘定の翌年度の歳入に繰り入れ、今後の自動車損害賠償保障事業等の原資として活用することと

しています。 

 

＜＜自自動動車車検検査査登登録録勘勘定定＞＞  

自動車検査登録勘定における剰余金は、69 億円です。  

（剰余金が生じた理由） 

自動車ユーザーから徴収した検査登録印紙収入等に対する未支出分等が69億円累積計上され

ているためです。 

なお、不用額が 16 億円生じていますが、これは契約価格が予定を下回ったこと、業務内容の

見直しによる業務計画の変更をしたこと等により、情報処理業務庁費を要することが少なかった

こと等のためです。 

（剰余金の処理の方法） 

特別会計法第 8 条第 1 項の規定により翌年度の歳入に繰り入れ、自動車検査登録関係業務に

活用することとしています。 

 

 

    

第Ⅱ－ 13 自動車安全特別会計

167



 

＜＜空空港港整整備備勘勘定定＞＞ 

空港整備勘定における剰余金は、1,288 億円です。 

（剰余金が生じた理由） 

事業計画の変更等により、空港整備事業費において翌年度への繰越工事があったこと等のため

です。 

なお、不用額が 186 億円生じていますが、このうち空港整備事業費が予定より少なかったこ

と等によるものについては、その財源となる借入金等も減少することから、剰余金の発生にはつ

ながりません。 

（剰余金の処理の方法） 

特別会計法第８条第１項の規定により翌年度の歳入に繰り入れ、繰越工事の財源等に充てるこ

ととしています。 

  

第Ⅱ－ 13 自動車安全特別会計

168



 

③③  積積立立金金等等  
 
 

  積積立立金金（（自自動動車車事事故故対対策策勘勘定定） 

①①   積積立立金金のの残残高高  （単位：億円） 

令令和和 77 年年度度末末（（予予定定））  

（（令令和和 77 年年度度当当初初予予算算））  

令令和和 66 年年度度末末  

（（令令和和 66 年年度度決決算算処処理理後後））  

令令和和 55 年年度度末末  

（（令令和和 55 年年度度決決算算処処理理後後））  

1,531 1,588 1,585 

②②  積積立立金金のの目目的的  

自動車事故の被害者保護増進等を図るため、政府再保険制度廃止以前に締結された再保険契

約に係る再保険料の運用益を財源として、自動車事故による重度後遺障害者等の被害者保護増

進対策及び自動車事故発生防止対策を安定的に実施するための積立金並びに政府再保険制度

を廃止した平成13年度以前に締結された再保険契約に基づく再保険金の支払い等を行うため

に、政府再保険制度廃止以前に締結された再保険契約に係る再保険料等を積み立てた積立金で

す。 

③③  積積立立金金のの水水準準  

本勘定の積立金は、「自動車損害賠償保障法」（昭 30 法 97）に規定する被害者保護増進等

計画を安定的に実施するために必要となる金額及び政府再保険制度廃止以前に締結された再

保険契約に係る今後の再保険金の支払い等を勘案し、将来において必要となる金額を積み立て

ています。 

なお、本勘定から一般会計へ繰り入れており、令和 6 年度末時点で、 5,771 億円（利子相

当額を含む）が一般会計から同勘定に繰り戻されていませんが、後日、繰り戻されることが法

律に定められているところです。 
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④④  資資産産及及びび負負債債（（令令和和 55 年年度度特特別別会会計計財財務務書書類類））  
 

自自動動車車安安全全特特別別会会計計貸貸借借対対照照表表  （単位：億円、単位未満切捨） 

 

 

主な資産は、空港に係る用地・工作物等を計上している「有形固定資産」、政策目的による特殊

会社等に対する「出資金」などがあります。 

主な負債は、財政融資資金及び地方公共団体からの借入金を計上している「借入金」、国管理空

港特定運営事業に係る前受公共施設等運営権対価収入を計上している｢前受収益｣などがありま

す。  

資産・負債差額は、空港に係る用地・工作物等の有形固定資産や、政策目的による特殊会社等

に対する出資金等が含まれています。  

  

《4年度》 《5年度》 《5年度》 《4年度》

182 200

7 5

902 1,072 0 0

2,148 2,110 35 34

523 539 10 23

4,677 4,528 47 10

64 23 6,112 6,336

0 0 45 44

724 727

20 27

14,735 14,116

▲ 383 ▲ 368

20,484 21,114

国有財産（公共

用財産を除く）

11,110 11,717

32 30

766 759

6,762 6,661

54 41

803 864

953 1,038

429 451

7,914 7,932

43,669 44,477 44,477 43,669

29,741

4,847

物 品

無 形 固 定 資 産

出 資 金

資資  産産  のの  部部    合合  計計 負負債債及及びび資資産産・・負負債債差差額額のの部部合合計計

建設仮勘定

資産・負債差額
29,552

貸 倒 引 当 金

有 形 固 定 資 産

19,531 20,075

土 地

立 木 竹

建 物

4,847 他会計繰戻未収金

退職給付引当金

そ の 他 の 債 務

負負  債債  のの  部部　　合合  計計

航 空 機

工 作 物

2,060 2,225 貸 付 金 借 入 金 7,548 6,705

未 収 金 未 経 過 賦 課 金

未 収 収 益 前 受 収 益

前 払 費 用 賞 与 引 当 金

うち政府預金 未 払 費 用

うち財投預託金 保 管 金 等

た な 卸 資 産 前 受 金

<< 資資 産産 のの 部部 >> << 負負 債債 のの 部部 >>

3,050 3,182 現 金 ・ 預 金
未 払 金

支 払 備 金
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（（４４））事事務務及及びび事事業業のの効効率率化化・・財財務務にに関関すするる情情報報のの透透明明化化のの取取組組みみ等等    
 

自動車安全特別会計の自動車検査登録勘定の改革については、「独立行政法人改革等に関する基

本的な方針」（平成 25 年 12 月 24 日閣議決定）において、自動車検査登録業務のうち、登録基

準の適合性審査に係る調査・確認事務を自動車検査独立行政法人に移管し、これに伴い所要の人員

を同法人に移管し、事務及び人員の移管は、平成 28 年度から順次速やかに実施し、平成 30 年度

開始までに完了するものとするとされ、平成 27 年 6 月には、「道路運送車両法及び自動車検査独

立行政法人法の一部を改正する法律」（平 27 法 44）が公布され、次の項目等が盛り込まれまし

た。 

① 自動車検査独立行政法人及び独立行政法人交通安全環境研究所を統合し、新たに独立行政法

人自動車技術総合機構を設立 

② 国の自動車登録業務のうち、登録のために必要な確認調査に関する事務及び人員を独立行政

法人自動車技術総合機構に移管 

 

また、旧社会資本整備事業特別会計におかれていた空港整備勘定については、特会改革法により、

同特会廃止後、借入金償還完了年度の末日までの間、自動車安全特別会計におくこととされていま

す。 

 

さらに、自動車事故の被害者保護増進対策及び自動車事故発生防止対策に係る事業については、

令和 5 年 4 月 1 日に施行された「自動車損害賠償保障法及び特別会計に関する法律の一部を改正

する法律」（令 4 法 65）により、被害者保護増進等事業として安定的に実施していくこととされ

ました。 

 

 
 

 

自動車安全特別会計についての問い合わせ先 

（自動車事故対策勘定・自動車検査登録勘定）  

国土交通省物流・自動車局総務課 電話番号 03-5253-8111（内線 41137、41133） 

（空港整備勘定）  

国土交通省航空局予算・管財室 電話番号 03-5253-8111（内線 48616） 
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